
②労働者災害補償保険法・雇用保険法

資格の大原



労災

令和３年度 本試験対策 令和２年度 本試験対策

●民法上の「時効の中断」が「時効の
完成猶予・更新」に改められることに伴
う所要の改正が行われた。

●民法上、時効の起算点について、客
観的起算点と主観的起算点とが分け
られることに伴い、労働者災害補償保
険法における時効の起算点が客観的
起算点である旨が明示された。

複数就業者の労災保険給付につい
て、複数就業先の賃金に基づく給
付基礎日額の算定や給付の対象範
囲の拡充等の見直しが行われた。

資格の大原



複数事業労働者

複数業務要因災害の創設

複数事業労働者の二以上の事業
の業務を要因とする疾病等

 

・過労死
・精神障害

給付基礎日額の合算

業務災害・複数業務要因災害・通
勤災害、それぞれについて複数
事業労働者の各事業における賃
金を保険給付に反映する

資格の大原

① ②

業務災害
 原因



図解 複数事業労働者

労働契約 特別加入

特別加入 特別加入

労働契約 労働契約

資格の大原

①

②

③



複数業務要因災害

４／１ ５／１ ６／１ ～ 10／１

A社

B社

疾
病

複数事業
労働者

二以上の事業の
業務を要因とする

図解

資格の大原



図解

業務災害

Ａ社

Ｂ社

60ｈ

60ｈ

不認定

不認定

複数業務要因災害

120ｈ 認定

過労死認定基準

時間外
労働

資格の大原



複数事業労働者の給付基礎日額

就業先Ａ
15万円/月

就業先Ｂ
５万円/月

複数
就業者

給付基礎日額
算定

合算事業ごと

給付基礎日額
算定

業務災害 複数業務要因災害 通勤災害

図解

資格の大原



P153

資格の大原



P187

P162

P158

資格の大原

・業務災害
 【補償】（災害補償あり）
・複数業務要因災害
 【複数事業労働者】（災害補償な
し）



保険給付のまとめ

療養（補償）等給付

業務災害・複数業務要因災害・通勤災害による傷病等

療養の給付 療養の費用

休業（補償）等給付

傷病（補償）等年金

障害（補償）等給付

一時金（８～14
級）

年金（１～７級）

介護（補償）等給付

遺族（補償）等給付

一時金年金

葬祭料等（葬祭給付）

二次健康診断等給付

負傷・疾病（治癒前）

死亡

負傷・疾病（治癒後）

前払一時金

差額一時金

資格の大原

障害（傷病）等級
１級・２級

併給
不可



資格の大原



雇用

令和３年度 本試験対策 令和２年度 本試験対策

●雇用保険に関する一部の手続について、特
定法人が行う場合には、電子申請を義務

づけるものとされた。※労働保険の保険料の
徴収等に関する法律も同様の改正が行われて
いる。

●一般教育訓練給付の対象となる教育訓練
のうち、特にキャリアアップ効果が高いものを
「特定一般教育訓練」とし、給付割合を40％と
する改正が行われた。

●労働者が子を養育するための休業をした場
合に必要な給付を行うことにより、労働者の生
活及び雇用の安定を図ることを雇用保険の目
的として追加するものとされた。また、育児休
業給付金について、失業等給付の雇用継続給
付から削除するとともに、失業等給付とは別に
育児休業給付の規定を設けるものとされた。

被保険者期間の計算方法につい
て、被保険者期間が12か月（特定

理由離職者及び特定受給資格者
にあっては６か月）に満たない場
合は、賃金の支払の基礎となった
日数が11日以上であるもの又は

賃金の支払の基礎となった時間数
が80時間以上であるものを１か月
として計算するものとされた。

資格の大原



資格の大原



資格の大原

P225



資格の大原



資格の大原



労
働
者
災
害
補
償
保
険
法

令
和

２
年

Ａ
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Ｂ
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７
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Ｃ
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７
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